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品質と安全性の追求 SOCIAL : 社会

■店舗の衛生管理

「 店舗衛生管理マニュアル 」に基づき、衛生管理体制を強化し衛生管理50項目を定期的にOFC が検
査を行っています。衛生管理の周知を図るため、毎月定期的に動画を配信しています。

■店頭商品の検査

第三者検査機関が店頭で販売している商品を購入し、微生物検査を行っています。お客様が購入する
時点の商品に衛生的な問題がないか確認しています。

誰もが安心して選べる食物アレルギー対応

セブン‐イレブン・ジャパンは、お弁当、おにぎり、サンドイッチ、惣菜、麺類、パン・ペストリーなどのフレッ
シュフードのすべてに「 特定原材料 」に加えて「 特定原材料に準ずるもの 」を表示しています。店内調
理商品（ホットスナック・おでん・中華まん ）についても、店頭POP やWeb サイトで情報を公開し、お客
様が安心して商品を選べる環境を整えています。

>> 店内調理商品のアレルギー情報

店内調理商品の情報公開

2021年からは認定NPO 法人との共催で、食物アレルギー がある方々や保護者を対象としたワーク
ショップを開催。実際の食品選びの体験を共有し、表示の改善に活かすことで、より利用しやすい商品
づくりを目指しています。

お取引先様と連携して、表示ラベルの貼付ミス防止のため、ラベル照合機の導入を推進しています。検
査カメラとバーコードリーダーによる全数検査により、ラベルの貼り付け誤りを防止することが可能とな
ります。また、食品表示作成の精度向上に向けて、表示自動作成システムの導入も進めています。
さらに、外部コンサルティングによる定期診断を通じて、製造工場でのアレルギー対策の改善活動を支
援。専門家の視点を取り入れることで、より高い品質管理体制の構築を目指しています。

お客様相談室に寄せられたアレルギーに関するお問い合わせについて、全件を品質管理部門において
責任を持って確認し、ていねいに回答させていただいております。
いただいたご意見やご質問には真摯に向き合い、食物アレルギーがある方やそのご家族の方に、安心
してご利用いただけるよう継続して取り組みを進めてまいります。

食物アレルギーワークショップの開催

お取引先様との連携と技術導入

食物アレルギーに関するお問い合わせへの対応
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品質と安全性の追求 SOCIAL : 社会

健康に配慮した商品の開発

食事内容や頻度、テレワークによるオンとオフの切り替えの難しさ、未病・予防意識の高まりなど、ライフ
スタイルが大きく変化し、食生活や健康について見直す方が増えています。こういった社会の変化に
対応し、「 時間で選ぶ、おいしい栄養 」をコンセプトに、ウェルビーイングブランド「 Cycle.me（サイク
ルミー）」から、とりたい栄養を自然に無理なくとり続けられる食生活を⽬指したセブン- イレブンオリジ
ナルバージョンの商品を開発しました。この商品は毎日の生活リズムを整えるため、” 時間栄養学” をも
とに朝・昼・夜の時間帯に合わせたウェルビーイング食品で、カテゴリーを横断した10種類以上の商品
を専用什器で展開し、本当においしいと思えるものを朝・昼・夜にそれぞれ選ぶことが可能となっていま
す。
この商品の開発・販売には、セブン‐イレブン・ジャパン、株式会社ドットミー、三井物産株式会社の3社
で連携を図っており、今後も３社を中心としたオープンイノベーションを促進し、学術的知見、メーカー各
社の機能性原材料、スタートアップの先進的な技術などの多角的な視点を取り入れてまいります。

時間栄養学に基づいた
ウェルビーイング食品の品ぞろえ

健康の維持・増進に役立つ効果が期待できる商品を、身近なコンビニエンスストアでも手軽に購入した
いというニーズは年々増加しています。そのような背景から、2018年から「レタス1個分の食物　繊維 」
や「 1/2日分の野菜 」が摂取できるオリジナル商品を開発し、近年は健康に対する価値観の広がりに
合わせ、たんぱく質を豊富に摂れる商品等も積極的に展開しています。
そんな中、「もち麦もっちり！おむすび 」シリーズを「 機能性表示食品 」としてリニューアル。食物繊維が
豊富なもち麦に含まれる栄養素「β‐グルカン」に着目し、もち麦の種類変更と使用量の増加により、「β
‐グルカン」の含有量を1.4倍に増やすことで、食後の血糖値の上昇をおだやかにする効果が期待でき
ます。また、野菜を中心に複数の具材を使用したチルド弁当の「ビビンバ 」についても、白米からもち麦
入りご飯に変更することで、「 機能性表示商品 」として展開しています。

＜機能性表示食品とは＞
事業者の責任において、科学的根拠に基づいた機能性を表示した食品です。販売前に安全性及び機能性の根拠に関する情報などが
消費者庁長官へ届け出られたものです。ただし、特定保健用食品とは異なり、消費者庁長官の個別の許可を受けたものではありません。

機能性表示食品をもっと身近に

食品添加物使用への考え方

お弁当などのフレッシュフードは、つくりたての家庭の味を目指し、食品添加物を使用する場合は、必要
最低限の種類・量を使用しています。また、食品添加物自主基準を設定し、お客様の関心の高い食品
添加物の使用を極力控えるよう努めています。加えて、添加物使用に関する表示については、消費者庁

「 無添加・不使用 」ガイドラインに従い、お客様に誤認を与えない表示を進めています。

>> フレッシュフードにおける食品添加物使用の考え方

トランス脂肪酸は、摂り過ぎると血液中の悪玉コレステロールが増え、善玉コレステロールを減らす働き
があるため、冠動脈性心疾患などのリスクを高めるといわれています。欧米などの諸外国に比べて摂
取量の少ない日本では現在、トランス脂肪酸の表示義務や上限値の設定はありませんが、セブン‐イレ
ブン・ジャパンでは2005年からトランス脂肪酸の総量を自主的に低減するよう改善を進めています。ま
た、油脂を加工する過程で生成されるトランス脂肪酸を抑えるため、2007年からは揚げ油を改良し、セ
ブン‐イレブンオリジナルの油に切り替えました。

>>トランス脂肪酸低減に向けた取り組み

安全でおいしいフレッシュフードのため、
食品添加物は必要な分だけ

トランス脂肪酸の低減

https://www.sej.co.jp/products/anshin/quality/quality_tenkabutsu/
https://www.sej.co.jp/products/anshin/quality/quality_trans_fat/
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地域社会との連携 SOCIAL : 社会

24 時間地域を見守る
「 セーフティステーション活動 」（ SS 活動 ）

セーフティステーション活動（ SS 活動 ） 

年中無休、24時間営業という特性を活かして、女性・子どもの駆け込みや高齢者保護、強盗・万引き・
特殊詐欺被害の防止、災害や事故、急病人への対応など、安全・安心を見守る地域の拠点として「セー
フティステーション活動 」（ SS 活動 ）に取り組んでいます。また、20歳未満者にお酒・たばこを販売し
ないなど、青少年を取り巻く環境の健全化に努めるとともに、毎月発行している「 SS 活動通信 」を通し
て、加盟店のコンプライアンス意識や防犯意識を高める情報発信をしています。

>> 日本フランチャイズチェーン協会（JFA）ホームページ「SS 広場」

全国のセブン‐イレブン店舗では、地域防犯体制をより強化することを目的に、各地の警察と連携して、
特殊詐欺やCVS 強盗を想定した包括的な合同防犯訓練を実施しています。
日頃からの訓練が、特殊詐欺の抑止効果、加盟店オーナーおよび従業員の防犯意識向上につながっ
ています。

https://ss.jfa-fc.or.jp/
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地域社会との連携 SOCIAL : 社会

商品寄贈で地域社会への貢献

全国の締結済『商品寄贈による社会福祉貢献活動に関する協定』

2022年度

39

2023年度

44

2024年度

47締結数

『 商品寄贈による社会福祉貢献活動に関する協定 』締結

セブン‐イレブン・ジャパンでは、2017年8月から全国の社会福祉協議会および自治体と『 商品寄贈に
よる社会福祉貢献活動に関する協定 』の締結を進めています。
この協定締結により、店舗での改装時などに発生する在庫商品の一部を社会福祉協議会へ寄贈し、
食品ロス削減への対応、および社会福祉貢献活動に役立ていただいています。寄贈品については、社
会福祉協議会を通じて、ボランティア・NPO 法人等の福祉活動団体、社会福祉に関係する施設、支援
を必要とする個人・世帯などに提供されます。
今後も様々な社会課題の解決に向けた取り組みを支援し、地域における社会貢献活動を推進してまい
ります。

全国での実施エリア

2022年度

1市

2023年度

4市

2024年度

1県4市実施エリア

加盟店による商品寄贈

2022年4月より、地域貢献を希望する加盟店オーナーによる商品寄贈を実施しています。この取り組
みでは、セブン‐イレブン・ジャパンと『 商品寄贈による社会福祉貢献活動に関する協定 』を締結済の
社会福祉協議会を通じて、店舗近隣の寄贈先を紹介いただき、加盟店オーナーから店舗で発生する余
剰品を寄贈するというものです。寄贈品については、ボランティア・NPO 法人等の福祉活動団体、社
会福祉に関係する施設、支援を必要とする個人・世帯などに提供されます。

商品寄贈の仕組み

地産地消の取り組み

地産地消の商品開発で
環境負荷低減と地域社会の活性化を進めます

セブン- イレブン・ジャパンでは、地域の優れた原材料を地元で使用する「 地産地消 」に取り組んでい
ます。地元産食材を使用した商品を地域の工場で製造し、そのエリアのセブン- イレブン店舗で販売す
ることで、地域の原材料の継続的な調達、生産者応援につながると考えています。地産地消を推進す
るために地域フェアをより進化させていき、お客様と共に地域の課題解決に貢献していきます。
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　　 SOCIAL : 社会

地産地消が環境問題に与える効果

地産地消を支える産地、工場、店舗の近さ

全国での実施エリア

2023年度

1市

2024年度

12市1町実施エリア

地産地消を進めることは、環境問題にも好影響を与えることになります。地域で生産された原材料を地
域の工場で加工、地域の店舗で販売することでフードマイレージ（ 食料の輸送にともなう消費エネル
ギー量 ）を大幅に抑えることが可能になり、CO2排出量も削減につながります。また、地域商品の開発
は生産者の方にとっては安定した需要となり、品質の向上、持続可能な調達にもつながると考えていま
す。

セブン‐イレブン店舗で販売している弁当や惣菜などのオリジナルフレッシュフードは、独立した協力企
業が運営する国内173工場で製造されています（ 2025年2月末 ）。また、そこで加工された商品を、厳
格な温度管理のもと配送する温度帯別共同配送センターは全国に164拠点（ 2025年2月末 ）あり、
店舗は全国に20,000店舗以上展開しています。このように、産地と工場、店舗が全国各地に存在し、
それぞれの距離が近いという環境が地域に根ざした商品開発を可能にしており、商品品質の向上と安
全性にもつながっています。

フードドライブで食品ロス削減

店舗を回収拠点としたフードドライブ活動

社員によるフードドライブ活動

セブン- イレブン・ジャパンでは、2023年10月から店舗の店頭に専用の回収ボックスを設置し、店舗で
フードドライブを実施しています。身近な店舗を回収拠点とすることで、お客様が社会貢献活動に参加
しやすい環境を創出。地域でお困りの方に対する支援の輪を広げるためにも今後も実施エリアを拡大
してまいります。

セブン- イレブン・ジャパンでは、2020年から全国各地にある地区事務所および本社において、社員が
各家庭で余っている食品等を持ち寄り、フードドライブ活動を実施しています。集められた支援品は、各
地域の社会福祉協議会等を通じて、支援が必要な方々へ提供しています。

地域社会との連携
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自治体受付窓口の設置

2024年4月より、Web サイト上に自治体関係者向けお問い合わせフォームを設置いたしました。地方
自治体からの幅広い問い合わせを受けられる環境を整備することで、地域との連携強化を進めます。

>> 自治体受付窓口

「 高齢者等の支援に関する協定 」締結

高齢化や単身世帯の増加が進む一方、小売店舗をはじめとするさまざまな地域拠点が減少しています。
そのような中で、各自治体と高齢者等の支援に関する協定を締結しています。
この協定は、各自治体とセブン‐イレブン・ジャパンが連携・協力して、地域の高齢者の見守り活動を通
じて、安全・安心な街づくりを推進していくものです。

自治体との連携強化と拡大

全国の締結済『地域包括連携協定』

2022年度

230

2023年度

235

2024年度

247締結数

「 地域包括連携協定 」締結

各地域の自治体との連携強化のため、「 地産地消及び農林水産物、加工品等の開発・販売 」や「 健
康増進・食育」「子育て支援やこども・青少年育成」「高齢者及び障害者支援」「観光振興」「環境保全」

「 暮らしの安全・安心・災害時支援 」、「 地域社会の活性化・住民サービスの向上 」などについての地
域包括連携協定の締結を推進しています。

地域社会との連携

https://faq.sej.co.jp/contact/contactform_government.php
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緊急・災害時への対応 SOCIAL : 社会

災害時においてもできる限り
社会インフラとしての役割を果たします

災害支援のための募金活動

災害における支援

セブン- イレブン・ジャパンでは、災害時においても地域のライフラインを守るため、安全が確保されて
いることを前提に、営業継続と早期の営業再開に努めています。本部も商品供給や人員の応援などで
店舗をサポートし、現地と一体となり、社会インフラとしての機能・役割を果たします。2017年7月には、

「 災害対策基本法 」に基づく指定公共機関に指定されました。全国の物流網を活かした、迅速な支援
物資の調達と供給が期待されています。

大規模な地震や台風、噴火などの自然災害によって、国内外で甚大な被害が発生した際には、セブン‐
イレブン店舗の募金箱を利用して災害支援のための募金活動を行っています。お客様から寄せられた
募金は、被災者または被災地への支援になるよう被災された自治体や行政府などにお届けしています。

災害時の自治体との協力体制

また、各自治体との「 災害時の物資支援協定 」や「 帰宅困難者支援協定 」の締結を推進しており、協
定を結んでいる一部の都道府県では店舗を「 災害時帰宅支援ステーション 」として登録。災害時には
自治体などからの要請に基づき支援物資を提供するとともに、帰宅困難者に対しては水道水、トイレ、
災害にまつわる情報などを提供しています。
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緊急・災害時への対応 SOCIAL : 社会

大規模災害発生時の事業継続計画（ BCP）

大規模災害発生時、平常時以上に地域のお客様の商品需要にお応えするための行動が求められま
す。まずは人命最優先で行動し、お客様、店舗、サプライチェーン、本部など、関係者の安全を確保した
上で、加盟店オーナーに対して、店舗の営業継続、または早期営業再開のための十分な応援体制をと
り、経営に注力できる環境を整えるとがセブン‐イレブン・ジャパンの大きな責務と考えています。

災害が多発する昨今の状況に鑑み、これらの課題に適切に対応するため、私たちは2021年3月に災
害対応の基本理念や対応方針、具体的な体制や手順を定めた「 大規模災害に対する事業継続基本
計画（ BCP）」を大幅に改定しました。様々な災害を想定し、円滑に事業継続を行なえるよう、「 基本計
画 」に加え、「 大規模風水害 」「 首都直下地震 」「 南海トラフ地震 」「 新型インフルエンザ等感染症 」「 富
士山噴火 」「 日本海溝・千島海溝地震 」の6つの事態別計画で構成し、日常の備え、台風接近時の対
応、災害発生直後の対応などを規定しています。また、実際的な想定の下、訓練などを行い、対応能力
の向上を図っています。

さらに、計画の実効性を高めるために、店舗向け「 災害対応マニュアル 」、全社員向け「ポケット版災
害ガイド」を作成し、BCP で定めた内容を具現化する一助としています。

災害状況の” 見える化” で
一日も早い店舗復旧へ

災害対策システム「 セブンVIEW」

セブン‐イレブン・ジャパンでは、非常時の店舗や物流の状況をGoogle マップ上に” 見える化” する災
害対策システム「セブンVIEW」を2015年に開発しました。災害や交通、気象などの情報とともに全店
舗の停電や配送トラックの状況をリアルタイムで確認できます。これまで数多くの災害発生時の店舗運
営や避難活動、商品の安定供給に役立てられてきました。

全国に約2万店舗を構えるセブン‐イレブン。災害時には膨大な情報が飛び交い、迅速な状況把握が
課題となっていました。そこで、正しい情報を誰もが簡単に、すぐ把握できる情報共有プラットフォームと
して誕生したのが「セブンVIEW」です。「 Visual Information  Emergency Web」の頭文字を取った
もので、災害時の情報をリアルタイムでGoogle マップ上に表示するシステムです。
地図上にセブン‐イレブン店舗の停電情報のほか、地区事務所や工場、配送トラックなどをアイコンで
表示。専門機関から発信される災害や交通、気象、避難などの情報を地図データと重ね合わせること
で、各店舗の災害リスクがひと目でわかる仕組みです。これまで、各担当者が電話やメールで確認して
いた多くの情報を一元化したことで、状況判断のスピードが各段にアップしました。自治体などとのデー
タの相互活用も推進し、店舗の復旧にとどまらないライフラインとしての活用を目指しています。
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サプライチェーンとの協力 SOCIAL : 社会

サプライチェーンにおけるCSR 監査の実施

セブン‐イレブン店舗で販売している弁当や惣菜などのオリジナルフレッシュフードは、独立した協力企
業が運営する国内173工場で製造されています（ 2025年2月末 ）。そして、全国164拠点（ 2025年2
月末 ）にある温度帯別共同配送センターでは、セブン‐イレブン店舗からの発注データを製造工場と温
度帯別共同配送センターとで共有することにより、短時間で効率的な納品を実現しています。
セブン‐イレブンでは、安全性と品質を支える重要なパートナーであるお取引先と一緒に、法令遵守体
制を構築すべく、「セブン＆アイ・ホールディングスお取引先サステナブル行動指針 」に基づくCSR 監
査を実施しています。

オリジナル商品製造工場におけるCSR 監査

セブン‐イレブン店舗で販売するオリジナルフレッシュフードは、日本デリカフーズ協同組合（ NDF）※1

に加入しているデイリーメーカーで作られています。
NDF 国内工場における従業員の働き方改革や外国人労働者の雇用、地球環境保全などの課題に適
切に対応するために、第三者機関に委託してCSR 監査を実施しています。
また、NDF 国内工場で働く外国籍従業員へ、安全や人権に配慮した職場環境を整備するために、毎年
１回母国語によるアンケートを実施しています。良い取り組みは水平展開し、従業員満足度向上による
定着化を図っています。

※1 日本デリカフーズ協同組合（ NDF）：フレッシュフードの製造工場における衛生管理レベルの向上や、地区による商品品質の差をなく
すために1979年に結成

共同配送センターにおけるCSR 監査

海外原材料加工工場におけるCSR 監査

温度帯別共同配送センターにおいても、オリジナル商品製造工場と同様に、従業員の働き方改革や外
国人労働者の雇用、地球環境保全などの課題に適切に対応するために、第三者機関に委託してCSR
監査を実施しています。

これまで国内のサプライチェーンで実施してきたCSR 監査を2024年度より海外のNDF 原材料加工工
場にも拡大しています。法令・労務管理・情報セキュリティ・地域社会との関係まで監査します。

契約・監査の流れ
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サプライチェーンとの協力 SOCIAL : 社会

「 お取引先様アンケート」を実施

セブン＆アイ・ホールディングスでは、お取引先様との公正で健全な取引を推進するため、2016年度よ
り年に1度、社員のお取引先様への言動が、社是に掲げる「 信頼と誠実 」の精神と「セブン＆アイ・ホー
ルディングス企業行動指針 」に則ったものであるかを確認させていただくために、アンケートを実施して
います。
お取引先様からのご指摘は、真摯に受け止め、本質的な原因分析と是正策の実行の取組みを進めて
おり、お取引先様との関係をさらに公正・健全にできるよう努めてまいります。

お取引先専用ヘルプラインの設置

セブン＆アイ・ホールディングスでは、グリーバンスメカニズムの一環として、通報窓口「セブン＆アイ・
ホールディングスお取引先専用ヘルプライン」を外部の第三者機関に設置しています。
お取引先との取引における問題の芽を早期に発見し、未然に防ぐことで、お客様に安全・安心な商品と
サービスを提供できるような体制を整えております。

セブン＆アイ・ホールディングスの役職員に関する法令、社会的規範、契約、「セブン＆アイ・ホールディ
ングス企業行動指針 」を含む社内規程に違反する行為、並びに当社およびグループ各社のサプライ
チェーン上を含むお取引先に関する「セブン＆アイ・ホールディングスお取引先サステナブル行動指針」
における重大な違反行為、もしくは「セブン＆アイ・ホールディングス人権方針 」に定める人権侵害行為
等のご相談・通報などをお取引先よりお受けし、適正な対応を実施することで、一層の公正取引の確保
に努めています。

>> お取引先専用ヘルプライン（相談・通報窓口 ）（セブン＆アイ・ホールディングス）

持続可能なサプライチェーンの構築

https://www.7andi.com/sustainability/suppliers/helpline.html
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人権への取り組み PEOPLE : 人財

人権への取り組み

人権への取り組み

社是に掲げる「 信頼と誠実 」の精神のもと、「セブン＆アイ・ホールディングス人権方針 」に則り、お客
様、お取引先様、株主様、地域社会、社員などあらゆるステークホルダーの人権を何よりも優先されるべ
き重要な権利と考えます。本方針はすべての役員、社員に適用され、すべてのビジネスパートナーに対
しても本方針の支持を継続して働きかけ、協働して人権の尊重に取り組んでまいります。

「 国連ビジネスと人権に関する指導原則 」に基づく手順に従って人権デュー・ディリジェンスの仕組み
を構築し、人権への悪影響を防止または軽減することに努め、人権侵害の未然防止と人権侵害を受け
た方が救済へアクセスするため、内部通報制度を含めたグリーバンスメカニズムを適切に運用します。
自社およびビジネスパートナーの人権侵害を容認または黙認せず、人権が尊重されていないという通
報や申し立てを受けた場合は適切に調査を行い、是正に向けた取り組みや働きかけを行います。

>> セブン& アイ・ホールディングス人権方針
>> セブン& アイ・ホールディングス人権への取り組み

推進体制

代表取締役のもとに取締役会の諮問機関である「サステナビリティ委員会」「リスクマネジメント委員会」
「 情報管理委員会 」「 予算・投資委員会 」を設置しております。各委員会は、各部門と連携してコーポ
レートガバナンスの強化を図っております。
リスクマネジメント委員会では、事業継続に関わる人権リスクを含む各種のリスクを適切に管理すること
により、経営の健全性と効率性を確保しています。

>> コーポレートガバナンス（ P.03）

人権リスクに関してはサステナビリティ委員会傘下の4部会（コンプライアンス部会・企業行動部会・サ
プライチェーン部会・環境部会 ）で低減をすすめています。
コンプライアンス部会では、加盟店の人権課題への取り組みと、社員のお取引先様に対する人権を尊
重した言動の実践を推進しています。企業行動部会では、人権啓発に関する取り組みの進捗状況を共
有し、社員一人ひとりが人権を正しく理解・認識し、差別や偏見のない企業風土・文化の醸成に向けた
活動を推進しています。サプライチェーン部会では、お取引先様に人権への考え方をご理解いただき、
継続的な取り組みの実行をお願いしています。環境部会では、持続可能な調達原則・方針に基づき、
人権を尊重した調達活動を推進しています。これらの人権に関する取り組みは、サステナビリティ委員
会において報告・共有しています。

人権デュー・ディリジェンスの実施

「国連ビジネスと人権に関する指導原則」および「責任ある企業行動のためのOECD デュー・ディリジェ
ンス・ガイダンス」に基づく手順に従って人権デュー・ディリジェンスの仕組みを構築し、人権への悪影
響に対する予防、是正措置の実施、また軽減に努めています。
当社の事業活動が人権侵害を引き起こしている、あるいは、それを助長していることが明らかになった
場合は、その是正・救済を行います。また、当社の事業活動が引き起こした、あるいは、助長したもので
なくても、取引関係によってサプライチェーン上の商品・サービスが人権侵害に関与している場合は、是
正への働きかけを行います。

セブン- イレブン・ジャパン　人権デュー・ディリジェンスのプロセス

社是「 信頼と誠実 」

https://www.7andi.com/sustainability/policy/human_rights.html
https://www.7andi.com/sustainability/human_rights.html
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人権への取り組み PEOPLE : 人財

当社の事業活動が人権に影響を及ぼす可能性のあることを認識し、人権への負の影響を特定し、その
影響の軽減・是正に努めています。
2023年に、自社及びサプライチェーン上の事業活動が、負の影響を及ぼす可能性がある人権課題と
関連するステークホルダーを、社内のヒアリングや調査を通じて特定しました。その後、各人権課題につ
いて、深刻度と発生可能性を評価し、その結果を人権リスクマップに反映しました。当該人権課題の特
定及び、人権影響評価については、外部の専門家の支援・助言を得ながら実施しています。

人権への影響評価

人権リスク評価のプロセス

当社にとって顕著な人権課題を洗い出し、深刻度・発生可能性を評価の上、人権リスクマップを作成し
ました。この人権リスクマップは事業環境の変化やステークホルダーエンゲージメントの結果等を踏ま
え、継続的に見直します。

人権課題の洗い出し 国際人権章典・ILO宣言等の国際規範を参考に社内のヒアリング等を通じて
セブン‐イレブン・ジャパンにとって顕著な人権課題を洗い出し

人権リスクマップの作成 洗い出した全ての人権課題について深刻度と発生可能性を評価した上で、
顕著な人権課題をマッピングした

深刻度の評価
（1）負の影響の重大性（例：人権侵害が命に与える影響度合い）
（2）負の影響の及ぶ範囲（例：影響を受ける人数）
（3）救済の困難度（例：補償による救済可能性）
の3つの基準で各人権課題の深刻度の評価

発生可能性の評価
●外部データに基づき、国別・ステークホルダー別のリスクをスコア化
●当社の国別社員数および海外ライセンシーなどのデータと上記スコアを組み合わせ、
  発生可能性を評価

人権リスクマップ

人権リスクを特定し、優先順位の高い人権リスクに対して、是正措置を実施するとともに、予防に向けた
人権の尊重・ハラスメント・ノーマライゼーション・アンコンシャスバイアスなどの教育や研修を実施して
います。また、サプライチェーンにおける人権リスクに対しては、関連するステークホルダーとの対話と協
議、指針の周知を継続的に行い、人権尊重の取り組みの向上と改善に努め、リスクが顕在化した際に
は、その是正を行っています。

人権リスクを低減するために、さまざまな社内環境・制度の整備を実施しています。働きやすい職場環
境づくりに向け、労働安全衛生の向上・ダイバーシティ＆インクルージョン・ノーマライゼーションへの取
り組み等を積極的に実施し、従業員がやりがいを感じ、働きやすい職場環境づくりを目指しています。

予防是正措置の実施

社内環境・制度の整備
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人権への取り組み PEOPLE : 人財

人権が尊重される企業風土を創るために、役員を含む全従業員とそのご家族を対象に、人権啓発標語
を毎年、募集しています。人権標語を考える過程において、従業員一人ひとりが「 人権 」と向き合う機
会を作ることにより、人権に対する意識の向上を図っています。応募作品の中から選考した優秀作品に
ついては、社内ポータルサイトなどを通じて従業員へ発表し、表彰しています。33回目となる2023年度
の応募作品数は1,261点でした。日常生活の中で感じたことからより広い視野に立って考えたものま
で、人権課題について改めて考えることの重要性を提起した作品が揃う結果となりました。

法令やルールなどのコンプライアンスを遵守し、働きがいのある職場をつくるために、2013年から社員
を対象に定期的にアンケートを実施し、会社の方針の浸透度や社内制度、職場環境に対する満足度を
調査しています。質問には、多様性の尊重や、従業員の問題のある言動を見聞きしたことがないかどう
か、などを問う質問が含まれており、企業行動指針に定めている人権の尊重を遵守できているかを確認
し、アンケート結果から課題を把握、改善に向けて対応することで、より働きやすい環境づくりを進めて
います。
多様な人財が能力を発揮できる環境づくりをより推進し、従業員の貢献意欲の向上による企業競争力
の強化を担保することを目的として、「 従業員エンゲージメント」を、2022年度より当社役員の業績連
動株式報酬のKPI に追加することとしました。

人権啓発標語の募集

従業員エンゲージメント調査

日本デリカフーズ協同組合（ NDF）※加盟の国内製造工場と日本ロジスティクス協同組合（ JLC）※
加盟の物流センターに「セブン＆アイ・ホールディングスお取引先サステナブル行動指針 」をご理解い
ただき、この指針の遵守に必要な具体的事項を明記したお取引先様向けの「セルフチェックシート」を
運用しています。「セルフチェックシート」の項目には、働く人が相談できる窓口の有無、自社のお取引
先様に本指針の遵守を求めているかといった、人権の尊重に関する内容を含む内容です。

※日本デリカフーズ協同組合（ NDF）：オリジナルフレッシュフードの製造工場における衛生管理レベルの向上や、地区による品質差をな
くすために1979年に多数の食品製造会社で結成。原材料の共同購入・環境対策などにも取り組んでいます。
※日本ロジスティクス協同組合（ JLC）：持続可能なサプライチェーン構築、物流課題の解決のために2020年に共配センター運営会社
28社とともに設立

お取引先様向け「 セルフチェックシート」の実施

NDF 加盟の国内製造工場とJLC 加盟の物流センターに「セブン＆アイ・ホールディングスお取引先サ
ステナブル行動指針 」への遵守状況を確認するCSR 監査を実施しています。
CSR 監査では、「 ISO26000」「 経団連企業行動憲章 」「 OECD 多国籍企業行動指針 」「 ILO 中核的
労働基準 」などを参考にして、作成した人権や労働環境などに関する監査項目に沿って、外部の審査
機関が監査しています。

>> サプライチェーンとの協力（ P.60）

お取引先様に対する当社の従業員の言動が、社是や企業行動指針に則ったものであるのかを確認す
るため、お取引先様に無記名でご回答いただく「お取引先様アンケート」を実施しています。2023年
度は1,932件のご回答をいただきました。

CSR 監査の実施

お取引先様アンケート

日本デリカフーズ協同組合（ NDF）※加盟の国内製造工場と日本ロジスティクス協同組合（ JLC）※
加盟の物流センターに「セブン＆アイ・ホールディングスお取引先サステナブル行動指針 」をご理解い
ただき、この指針の遵守に必要な具体的事項を明記したお取引先様向けの「セルフチェックシート」を
運用しています。「セルフチェックシート」の項目には、働く人が相談できる窓口の有無、自社のお取引
先様に本指針の遵守を求めているかといった、人権の尊重に関する内容を含む内容です。

※日本デリカフーズ協同組合（ NDF）：オリジナルフレッシュフードの製造工場における衛生管理レベルの向上や、地区による品質差をな
くすために1979年に多数の食品製造会社で結成。原材料の共同購入・環境対策などにも取り組んでいます。
※日本ロジスティクス協同組合（ JLC）：持続可能なサプライチェーン構築、物流課題の解決のために2020年に共配センター運営会社
28社とともに設立

お取引先様向け「 セルフチェックシート」の実施

グリーバンスメカニズムの構築と救済措置

社会からの信頼を失うような行為の防止と早期発見、早期是正、再発防止を目的に、従業員とのその
家族、退職者を対象とした通報窓口「セブン＆アイ・ホールディングス共通従業員ヘルプライン 」を設
置し、人権問題が発生した際も利用できる体制を構築しています。また、国内のお取引先様の役員、社
員、元社員が相談・通報できる通報窓口「お取引先専用ヘルプライン」を設置しています。通報窓口は、
当社が業務委託契約および機密保持契約を結んだ第三者の通報窓口を連絡先とし、通報・相談者の
プライバシーを厳守しています。通報・相談があった場合は、必要に応じて相談者の同意を得た上で
事実関係の確認および問題の解決を図ります。また、相談者本人および事実関係の確認に協力した方
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グリーバンスメカニズムの構築と救済措置

社会からの信頼を失うような行為の防止と早期発見、早期是正、再発防止を目的に、従業員とのその
家族、退職者を対象とした通報窓口「セブン＆アイ・ホールディングス共通従業員ヘルプライン 」を設
置し、人権問題が発生した際も利用できる体制を構築しています。また、国内のお取引先様の役員、社
員、元社員が相談・通報できる通報窓口「お取引先専用ヘルプライン」を設置しています。通報窓口は、
当社が業務委託契約および機密保持契約を結んだ第三者の通報窓口を連絡先とし、通報・相談者の
プライバシーを厳守しています。通報・相談があった場合は、必要に応じて相談者の同意を得た上で
事実関係の確認および問題の解決を図ります。また、相談者本人および事実関係の確認に協力した方
に対して、不利益な取扱いをしないことを通報窓口の運用ルールで定めています。
また、取締役、監査役、執行役員など、経営幹部の関与が疑われる社会からの信頼を失うような行為に
関して、経営層から独立して通報を受け付け、調査対応を行うことを目的に、2019年2月より「 監査役
ホットライン 」を運用しています。通報を受け付けた場合は、当社の監査役が連携して事実を確認し、
違反行為を発見した場合は是正、再発防止に努めています。

>> 内部通報制度の設置（ P.06）

に対して、不利益な取扱いをしないことを通報窓口の運用ルールで定めています。
また、取締役、監査役、執行役員など、経営幹部の関与が疑われる社会からの信頼を失うような行為に
関して、経営層から独立して通報を受け付け、調査対応を行うことを目的に、2019年2月より「 監査役
ホットライン 」を運用しています。通報を受け付けた場合は、当社の監査役が連携して事実を確認し、
違反行為を発見した場合は是正、再発防止に努めています。
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「 オーナー相談室 」の設置

セブン- イレブン・ジャパンは、加盟店オーナーのサポート体制を強化しています。加盟店オーナーが抱
える仕事上の悩みを解決するために、オーナー相談室を設定し、OFC（オペレーションフィールドカウン
セラー：経営相談員 ）の定期訪問とは別に、様々な業務および役職経験のある社員がアドバイザーと
して加盟店を訪問しています。
2024年度には、アドバイザーが全国の加盟店オーナー約14,000名を訪問し、直接面談を行いました。
加盟店オーナーの声は、オーナー相談室がとりまとめて経営層に報告しています。また、訪問時以外で
も相談できるように、オーナー様専用相談窓口を設けて電話での相談も受け付けています。
これらの取り組みにより、本部と加盟店とのコミュニケーションを一層強化し、加盟店オーナーの悩みを
解決するための支援を行っています。

加盟店オーナーと本部との対話

加盟店と本部の連携を密にし、
対話を通じて課題解決に取り組んでいます

コンビニエンスストアを取り巻く環境が大きく変化している中、セブン‐イレブン・ジャパンは、加盟店との
信頼関係を基盤に、持続可能な店舗運営の実現を目指いています。現場の声を経営に反映するため、
多面的なコミュニケーション施策を展開しています。

・役員などによる加盟店訪問

社長、役員、部長が事前にアポイントを取り、加盟店を直接訪問。加盟店オーナーとの対話を通じて、
現場の課題や要望を把握し、迅速な対応を努めています。
・開始時期：2019年5月
・累計訪問回数：52回（ 2025年6月時点 ）
・累計訪問店舗数：2,829店舗（ 2025年6月時点 ）

コンビニエンスストアを取り巻く環境が大きく変化している中、セブン‐イレブン・ジャパンは、加盟店との
信頼関係を基盤に、持続可能な店舗運営の実現を目指いています。現場の声を経営に反映するため、
多面的なコミュニケーション施策を展開しています。

・役員などによる加盟店訪問

社長、役員、部長が事前にアポイントを取り、加盟店を直接訪問。加盟店オーナーとの対話を通じて、
現場の課題や要望を把握し、迅速な対応を努めています。
・開始時期：2019年5月
・累計訪問回数：52回（ 2025年6月時点 ）
・累計訪問店舗数：2,829店舗（ 2025年6月時点 ）

・オーナー様意見交換会

各エリアから選出された加盟店オーナーと本部役員が参加し、率直な意見交換を実施。双方向の対話
を通じて、支援策の改善・拡充に活かしています。

・開始時期：2019年10月
・累計開催回数：27回（ 2025年6月時点 ）
・累計参加加盟店オーナー数：354名（ 2025年6月時点 ）

コンビニエンスストアを取り巻く環境が大きく変化している中、セブン‐イレブン・ジャパンは、加盟店との
信頼関係を基盤に、持続可能な店舗運営の実現を目指いています。現場の声を経営に反映するため、
多面的なコミュニケーション施策を展開しています。

・役員などによる加盟店訪問

社長、役員、部長が事前にアポイントを取り、加盟店を直接訪問。加盟店オーナーとの対話を通じて、
現場の課題や要望を把握し、迅速な対応を努めています。
・開始時期：2019年5月
・累計訪問回数：52回（ 2025年6月時点 ）
・累計訪問店舗数：2,829店舗（ 2025年6月時点 ）

・オーナー様意見交換会

各エリアから選出された加盟店オーナーと本部役員が参加し、率直な意見交換を実施。双方向の対話
を通じて、支援策の改善・拡充に活かしています。
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・開始時期：2019年10月
・累計開催回数：27回（ 2025年6月時点 ）
・累計参加加盟店オーナー数：354名（ 2025年6月時点 ）
・オーナー様懇親会

講演会と懇親パーティーを通じて、加盟店オーナーとの関係性を深める場を提供。

・2023年開催：全国5会場、約14,000名が参加
・2024年開催：全国3会場、約4,000名が参加
※2025年からは、オーナー様意見交換会とオーナー様懇親会に変えて「 Zone　Conference」を開催。本部役員・ゾーンマネジャーによ
る講演や優秀店舗の表彰、懇親会を通じて、加盟店との信頼関係を強化し、今後の行動体制のさらなる発展に向けた基盤構築を目指し
ます。

・SEVEN-ELEVEN　Innovation　Expo2025

1976年より年2回開催してきた「商品展示会 」を、2025年より新たに「 SEVEN‐ELEVEN Innovation 
Expo2025」として一新し、内容をさらに充実させて開催。
セブン‐イレブン・ジャパンの方針や新商品の紹介、試食体験を通じて、加盟店オーナーが「お客様へ
の価値伝達の方法 」を学ぶ場を提供。

・オーナー様アンケート

加盟店の実態把握と環境整備を目的に、毎年アンケート調査を実施。結果はレポートを発効し、改善
事例や本部の取り組みを共有しています。

【アンケートでいただいたご意見によって実現した施策の一例 】
・両替金配達サービス（ 2024年3月～）
セルフレジ導入後、紙幣での支払いが多くなり、両替量が増加。一方で金融機関の店舗閉鎖などもあ
り、両替に行く人の手配が大変になったことから、ALSOK 株式会社と提携しサービスを開始。

・エコだ値（ 2024年5月～）
販売期限が近付いた商品の値下げ販売を通じて食品ロス削減を推進

・セーフティガードシステム（ 2024年11月～各エリアでテストを経て順次全国へ拡大 ）
強盗などから従業員を守り、安全・安心に働けるよう、ALSOK 株式会社と株式会社LIXILと共同開発。

・従業員研修「 単品管理コース」（ 2024年10月～）
発注の基礎が学べる研修を実施してほしいといった加盟店オーナーの声を受けて、発注担当者の育成
を目的に、単品管理の流れと発注担当者として実践すべき業務が理解できるコースを新たに開設。

・オーナー向け機関誌

1976年から加盟店向けに「セブン‐イレブン ファミリー」を本部が企画・編集し、発行しています。新た
な取り組みや加盟店での成功事例などを紹介し、全国にある店舗同士が連帯感を感じられることを目
指しています。また、コンプライアンスにかかわる行為への注意喚起や店舗運営に有益な情報も発信し
ています。

OFC による店舗経営指導

店舗経営の一番身近なパートナー
OFC（ オペレーション・フィールド・カウンセラー：経営相談員 ）

・加盟店視点におけるOFC の役割

加盟店の持続的な成長と安定した店舗運営を支援するため、本部社員OFC（オペレーション・フィール
ド・カウンセラー）が重要な役割を担っています。
OFC は、担当する店舗を定期的に訪問し、売上や販売数などの各種データをもとに分析を行い、商圏
特性を踏まえた商品選定や陳列方法、店内体制の構築に関するアドバイスを提供しています。これによ
り、店舗経営における課題解決や改善提案を行い、加盟店オーナーの経営判断を多角的にサポートし
ています。
また、OFC は担当エリアの責任者であるDM（ディストリクトマネジャー）と連携しながら、店舗へのカウ
ンセリングや支援策の実施を通じて、加盟店との信頼関係の構築に努めています。OFC は、加盟店
オーナーにとって最も身近な相談相手であり、日々の店舗運営におけるパートナーとして、現場に密着し
た支援を継続しています。
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【 日々の問題点から実現した施策の一例 】
◎休日専用問い合わせ窓口の開設
OFC が休日で連絡がとりづらく、問題解決が遅れるケースが多く見られました。「さまざまな問い合わ
せに対応できる窓口を設けてほしい 」という加盟店オーナーの声を受け、2024年5月より開設。

〔 受付内容 〕
・会計関連（ 公共料金、売上日報など ）
・レジなどの機器操作
・各種連絡先の問い合わせ
・マニュアル関連
・商品、キャンペーン関連
・お客様からの問い合わせ

※この施策は、働き方改革の推進や顧客対応の質の向上、持続可能なサービス体制の構築に寄与しており、企業のサステナビリティ活
動の一環として位置づけられます。

・情報共有と現場支援を担う「 FC 会議 」

加盟店支援の要であるOFC に対し、最新情報や会社方針、業務運営およびコンプライアンスに関する
知識を定期的に共有する場として、「 FC 会議 」を開催しています。
この会議は、創業当初から継続して実施されており、全国のOFC が参加することで、本部と現場をつ
なぐ重要なコミュニケーションの機会となっています。会議で得た情報は、OFC が地区ごとに実施する
ミーティングを通じて理解を深めたうえで、各店舗の状況に応じて加盟店オーナーへ伝達されます。
さらに、店舗内でのミーティングを通じて店舗従業員間でも情報が共有され、売場づくりやお客様対応
など、日々の店舗運営に具体的に反映されています。

「 FC 会議 」は、現場とのダイレクトな情報連携を重視するセブン‐イレブン・ジャパンの姿勢を象徴する
取り組みであり、加盟店との信頼関係の構築と、店舗の持続的な成長を支える基盤となっています。

・現場の声を経営に反映する「 日々の問題点 」の運用

加盟店オーナーから寄せられる日々の課題や疑問を迅速かつ的確に把握し、改善につなげるための
仕組みとして、「 日々の問題点 」を運用しています。
日頃OFC が店舗訪問時に受けた質問や相談内容を本部に報告。特に重要度の高い案件について
は、社長・役員層まで速やかに共有され、迅速な対応が図られます。その他の案件についても、定期的
な会議を通じて全体に共有され、対応状況や回答の進捗が確認される体制を整えています。

「 日々の問題点 」の運用は、現場の声を経営に反映するための重要なチャネルであり、加盟店との信
頼関係の構築と、店舗運営の質的向上に寄与しています。

育児と仕事の両立をサポートする保育施設の運営

安心して子どもを任せられる
店舗に併設する保育園

育児をしながら働きたいと思っている方にとって、信頼できる保育施設はとても頼れる存在です。セブン
- イレブン・ジャパンでは、企業主導型保育園「セブンなないろ保育園 」を東京都（ 大田区・世田谷区・
町田市 ）、広島県広島市、宮城県仙台市、京都府京都市の6カ所で開園し、子育てと仕事を両立できる
環境づくりを進めています。保育事業者に安全安心な保育を委託しており、認可保育園と同等の保育
サービスを提供しています。加盟店オーナー、店舗従業員、社員だけではなく、地域の方もご利用いた
だくことができます。

加盟店オーナーを支えるさまざまな仕組み

業務面でのサポート

・加盟店の人材確保を支援する求人のサポート体制

セブン‐イレブン・ジャパンでは、加盟店の人材確保を支援するため、複数の求人サポート施策を展開し
ています。これらの取り組みにより、加盟店の業務負荷軽減と、応募者にとっての利便性向上を両立し
ています。

1. 人材募集コールセンターの設置
全国の加盟店における求人応募を一括で受け付ける人材募集コールセンターを設置。応募者と加盟
店とのマッチングを本部が支援することで、加盟店においる採用業務の効率化を図っています。
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2. 求人管理システム「リクオプ 」の活用
求人管理システム「リクオプ 」と連携し、アルバイト募集用のホームページを無料で開設可能な環境
を提供しています。加えて、有料求人媒体の利用も安価に抑えられ、応募者情報の一元管理が可能と
なっています。

3. セブン- イレブン・ジャパン公式Web サイトへの求人広告掲載
セブン‐イレブン・ジャパンの公式Web サイトに、加盟店の求人広告を無料で掲載。応募者と加盟店と
のマッチングを支援するとともに、外国人応募者にも配慮し、6ヶ国語対応の表示を実現しています。

・加盟店オーナーを支える「オーナーヘルプ制度 」

加盟店オーナーが急な疾病や冠婚葬祭などにより、店舗運営が困難となった場合に備え「オーナーヘ
ルプ制度 」を設けています。
この制度では、本部社員が一時的にオーナー業務を代行し、店舗運営の継続を支援します。これによ
り、オーナーが安心して必要な時間を確保できる環境を整えるとともに、店舗の安定的な運営を維持す
ることが可能となります。

「オーナーヘルプ制度 」は、加盟店オーナーのライフイベントや予期せぬ事態に柔軟に対応するための
支援策です。

・業務効率化を支援する「シフト作成支援システム 」

加盟店におけるシフト管理業務の負担軽減を目的として「シフト作成支援システム 」を導入しています。
このシステムでは、従業員の氏名や勤務可能時間などの必要項目を入力するだけで、効率的にシフト
表を作成することが可能です。最新の情報が常時確認できるほか、従業員からの勤務申請や、加盟店
オーナーによる勤務要請もシステム上で行うことができ、すべての申請内容が自動的にシフト表へ反映

・加盟店の生活と経営を支える「 加盟店共済制度 」

加盟店オーナーおよび配偶者、ならびに従業員の生活の安定と店舗の持続的な繁栄を支援するため
「 加盟店共済制度 」を設けています。
本制度は、加盟店向けの福利厚生制度として、以下のような多様なサービスを提供しています。

・レジャー施設や飲食店の優待利用
・各種保険料の優遇制度
・経営に役立つ情報コンテンツの配信
・労務、年金、相続などに関する専門家の紹介サービス
これらの支援を通じて、加盟店オーナーおよび従業員が安心して店舗運営に専念できる環境づくりを推
進しています。

・加盟店の生活と経営を支える「 加盟店共済制度 」

加盟店オーナーおよび配偶者、ならびに従業員の生活の安定と店舗の持続的な繁栄を支援するため
「 加盟店共済制度 」を設けています。
本制度は、加盟店向けの福利厚生制度として、以下のような多様なサービスを提供しています。
・レジャー施設や飲食店の優待利用
・各種保険料の優遇制度
・経営に役立つ情報コンテンツの配信
・労務、年金、相続などに関する専門家の紹介サービス
これらの支援を通じて、加盟店オーナーおよび従業員が安心して店舗運営に専念できる環境づくりを推
進しています。

・加盟店の健康維持を支援する「 定期健康診断制度 」

加盟店オーナーおよび従業員の健康維持と早期の健康課題発見を目的として、定期健康診断の受診
支援制度を導入しています。
この制度では、全国複数の医療機関を対象に、Web 上で簡単に予約が可能なシステムを提供してお
り、加盟店オーナーだけでなく従業員も利用することができます。これにより、日々の店舗運営に従事す
るすべての人が、無理なく健康診断を受けられる環境を整えています。
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加盟店への支援 PEOPLE : 人財

経営面でのサポート

・店舗運営を支える「 水道光熱費支援 」

セブン‐イレブン店舗のブランドイメージの維持と、加盟店の経営負担軽減を目的として、水道光熱費
を支援しています。この支援は、加盟店が負担する水道光熱費のうち、毎月80% を本部が負担するこ
とで、店舗運営にかかる固定費の軽減を図っています。これにより、加盟店オーナーがより安心して店
舗経営に専念できる環境を整え、運営体制の構築を支援しています。

・成長意欲を支援する「 複数店舗経営支援制度 」

加盟店オーナーの事業拡大を支援するため、複数店舗経営支援制度を導入しています。この制度は、
開業後5年以上経過した加盟店オーナーが新規店舗を開業する場合、ロイヤリティの減額措置を適用
することで、複数店舗展開へのハードルを下げ、成長意欲を支援しています。

契約社員制度

・加盟店開業を見据えた「 契約社員制度 」

将来的に加盟店オーナーとしての開業を目指す契約社員制度を導入しています。この制度は、フラン
チャイズシステムへの理解を深めながら、実践的な店舗運営スキルを習得できる仕組みとして位置づけ
られています。
契約社員は、座学研修および店舗研修を通じて、セブン‐イレブンの経営に関する基礎知識を体系的
に学んだ後、各店舗にて実務を経験します。商品発注、従業員教育、売場づくりなど、店舗運営のあら
ゆる業務に携わることで、加盟店オーナーとして必要なスキルを実践的に習得することが可能です。
契約期間は1年毎の更新制となっており、契約期間中に加盟店開業することも可能です。制度の柔軟
性と実務経験を通じた学びにより、開業後のスムーズな店舗運営を支援しています。
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店舗における働きがい・働きやすさの向上 PEOPLE : 人財

不安なく就労していただくため、
丁寧な説明と体験を提供

接客研修から表彰制度まで
スキルとモチベーションの向上を支援

働く意欲のあるシニアの方の雇用促進店舗従業員への教育・表彰制度

・高齢者雇用の促進に向けた「シニアお仕事説明会 」への参加

セブン‐イレブン・ジャパンでは、少子高齢化や労働人口の減少といった社会課題に対応するため、高
齢者の雇用促進に積極的に取り組んでいます。その一環として、各自治体が開催する企業合同説明会

「シニアお仕事説明会 」に継続的に参加し、働く意欲のあるシニア層に対して雇用機会を提供してい
ます。説明会では、コンビニエンスストアでの勤務に不安を感じる方にも安心して参加いただけるよう、
仕事内容や働き方について丁寧な説明を行っています。体力や生活スタイルに応じた柔軟な勤務時
間の提案や、接客の楽しさ、仕事のやりがいなどを伝えるとともに、実際のレジ操作体験などを通じて
不安の軽減を図っています。
この取り組みは、地域雇用の活性化にも貢献しており、シニアの方々が持つ豊富な社会経験や地域と
のつながりを活かして、店舗運営において重要な役割を果たしています。

店舗とお客様、双方にメリットのある
省人化を目指しています

店内作業効率化の取り組み

セブン‐イレブン・ジャパンでは、働きやすい環境づくりのため、店舗の設備や什器の改良を進めていま
す。作業に要する時間や店舗従業員の動線・移動距離などを考慮し、作業負荷を軽減しながら業務の
効率化を図っています。また、新しいシステムの導入も進めており、今後も加盟店従業員が働きやすく、
お客様にとってもお買い物しやすい店舗づくりを目指します。

セブン- イレブン・ジャパンでは、店舗で働く従業員一人ひとりが安心して働き、成長を実感できる環境
づくりを重視しています。店舗運営の質を高め、顧客満足度の向上につなげるため、教育制度と表彰
制度を通じて、従業員のスキル向上と意欲喚起を支援しています。

・従業員向け表彰制度

店舗での貢献を正当に評価し、従業員のモチベーション向上につなげるため、以下のような表彰制度
を設けています。
・お客様からお褒めの言葉をいただいた従業員
・店舗のフレンドリーリーダーとして活躍した従業員
・人命救助や防犯活動など、社会的貢献を果たした従業員
これらの功績が評価基準を満たした場合、本部より感謝状を贈呈し、その貢献に敬意を表しています。

・従業員のモチベーション向上を目的とした「 接客コンテスト全国大会 」の開催

従業員の働きがいやモチベーション向上を支援する取り組みの一環として、2022年より「 接客コンテス
ト全国大会 」を開催しています。このコンテストは、日頃の接客業務における努力や工夫を可視化し、
従業員の成長を支援することを目的としています。
この取り組みは、加盟店オーナーから寄せられた「 活躍している従業員を評価する場を設けてほしい 」
との声を受けて実現しました。
2024年度は、全国1,993名の従業員がコンテストに参加し、各地域の予選を経て選出された22名が、
2025年6月に開催された全国大会に出場しました。大会では、参加者が実際の接客シーンを再現しな
がら、お客様へのおすすめ接客を実演。接客技術やホスピタリティの高さを競い合うとともに、互いの
取り組みを学び合う貴重な機会となりました。
今後も従業員一人ひとりの成長を支援し、働きがいのある職場環境の構築を目指します。
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店舗における働きがい・働きやすさの向上 PEOPLE : 人財

AI 発注の本格稼働スタート
さらなる生産性の向上を目指します

店舗運営の効率化と商品供給の安定化を目的として、AI 発注システムを2023年より全店舗に導入し
ました。
従来の「 設定発注 」は、店舗従業員が手動で在庫数を設定し、在庫が一定数を下回った際にストア・コ
ンピューター（ SC）が発注数を計算・提案する仕組みでした。しかし、在庫が減ってから発注するため、
品切れが発生するリスクや、入力作業の負担が課題となっていました。
AI 発注システムでは、天候や曜日特性、過去の販売実績などのデータをもとに需要予測を行い、適正
な在庫数を算出。在庫がなくなる前に発注が行われるため、品切れの防止につながるほか、店舗従業
員による入力作業が大幅に削減され、発注業務にかかる時間を約40% 削減することができました。こ
れにより、加盟店では発注業務にかかる時間を他の業務に充てることが可能となり、品揃えの見直しや
売場づくりなど、店舗価値の向上に向けた取り組みがより充実しています。

店舗運営を支える
店舗従業員向けの支援制度

店舗従業員をサポートするさまざまな制度

セブン- イレブン・ジャパンにおいて、店舗の運営は、そこで働く店舗従業員一人ひとりの活躍に支えら
れています。店舗の運営を活性化し、安定させるために店舗従業員向けのさまざまな支援制度を用意
しています。

・店舗従業員向け保険

加盟店オーナーに対し、店舗従業員の仕事中や通勤途上のケガに対する手厚い補償（労災の上積み）
となる従業員業務傷害見舞金を紹介しています。この保険には、多くの加盟店が加入しています。

・店舗従業員向け福利厚生

加盟店共済制度に加入している加盟店の店舗従業員は、福利厚生サー ビスを利用できます。「レ
ジャー・エンタメ」「 育児 」「 介護 」「スキルアップ 」「グルメ」などの様々なサービスや施設を割引価格
で利用することが可能です。
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店舗における働きがい・働きやすさの向上 PEOPLE : 人財

・店舗従業員向け「 独立支援制度 」

セブン‐イレブン店舗の運営業務を経験し、さらに経営者として独立を希望する店舗従業員のために、
独立支援制度を設けています。セブン‐イレブン店舗で通算3年以上の経験を有する店舗従業員が独
立し、加盟店オーナーとして開業した際、開店時からロイヤリティを減額し、経営を支援しています。

・アルバイト学生限定インターンシップ

セブン‐イレブン店舗で勤務している学生アルバイトを対象に、アルバイト限定インターンシップを開講
しています。インターンシップで学んだことを勤務先の店舗で実務経験することで、将来社会人になっ
た際に必要な力を学べ、就職活動にも活かせる内容となっています。

外国籍の方がより働きやすく、
キャリアステップできるための支援を

外国人従業員向け「レジ接客研修 」で
「 おもてなし」を学ぶ

積極的な外国籍人財の雇用による多文化共生社会の実現

セ日本に定住する外国籍の方への就労支援を行っています。各自治体や団体が行っている外国人就
労支援事業に参加し、働く事に不安を感じる外国籍の方に対して、お仕事説明会を実施しています。具
体的には「セブン‐イレブンについて」「 外国人従業員が働いている店舗の職場環境 」「 外国人従業
員へのインタビュー」等をご紹介し、実際の就労環境やキャリアステップをイメージしやすい内容で、や
さしい日本語を用いて説明をしています。この取り組みは多文化共生社会の推進にも貢献しています。

外国籍の方が店舗で働くには、言葉や文化の違いからくるさまざまな課題があります。こうした課題を
解決するために、外国人向け初期教育テキストの作成・配布、外国人従業員向け「レジ接客研修 」の
開催などを実施してきました。また、これら採用から初期教育までの支援策とともに、店舗従業員の定着
や、さらなるスキルアップを目指す店舗従業員の意欲に応えることを目的とした学生アルバイト向けセミ
ナー「セブン‐イレブン・アカデミー」も実施。
2020年9月からは、日本の文化・接客応対の基本の講義を行う「おもてなし研修 」を開始し、参加者か
らは日本の文化も学ぶことができたと喜ばれています。向学心の高い外国人従業員は、これからの店
舗を牽引するリーダーとして頼れる存在となってくれると考えています。

TOPICS

一般社団法人 セブングローバルリンケージの設立

セブン‐イレブン・ジャパンでは、外国人財の増加に合わせて、国をまたいだ人財の育成・就業促
進の支援・管理を通じ、多文化共生社会を実現することを目的とした一般社団法人「セブングロー
バルリンケージ 」を、協力企業・組織と連携する枠組みとして2021年に設立しました。
外国人財が安心・安定して働けるよう、在留支援管理を推進するためのプラットフォームとして、外
国人財の開発、研修、加盟店へのマッチング、在留手続きや生活の支援を通じ、外国人財の地域
社会への定着を支援していきます。

外国人財の在留支援管理
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介護や疾病治療をサポートする制度や勤務プランの整備

介護をサポートする制度と勤務プラン

疾病治療をサポートする制度・勤務プラン

高齢化が進む社会において、家族の介護に直面する社員が増えています。介護は、一人ひとりの状況が
異なり、柔軟な働き方が必要になるため、社員に対し、様々な休暇制度や勤務プランを用意しています。

不妊治療やがん・腎疾患など、治療にしっかりと取り組む必要がある社員もサポート。どのようなライフ
ステージにおいても安心して働ける環境を整えています。

介護休職 介護を理由として休職する場合、最長で1年間まで休職が可能
※分割での取得も可能

介護休暇 年間最大5日間、対象が2名以上の場合は、年間10日間以内での取得が可能
※有休

週休3日制度 介護を理由として、週休3日制での勤務可能
※1年ごとの更新が必要　※短時間勤務との併用不可

地域限定勤務 介護事由により、転居が発生しない人事制度。申請条件等有り。
(育児等でも取得可能）

再雇用 退職後、5年以内であれば優先的に採用
（退職事由問わず）

※そのほか、時間外労働の制限および深夜労働の免除が適用されます。

短時間勤務プラン 介護を理由として、実労働時間4時間以上～7時間30分以下の勤務が15分単位で取得可能

不妊治療休職 不妊治療の理由で休職する場合、最長で1年間まで休職が可能
※分割での取得も可能

短時間勤務プラン 疾病を理由として実労働時間4時間～7時間30分以下の勤務が、最長で1年間まで可能
※分割での取得も可能

週休3日制 疾病を理由として、週休3日制が最長1年間まで取得可能
※分割での取得も可能、短時間勤務との併用不可

【不妊治療に伴う制度】

【不妊・がん・腎疾患に伴う制度】

出産・育児に関する充実した支援制度

セブン‐イレブン・ジャパンでは、社員が育児をしながら安心して勤務を継続できるよう、法定水準を超え
るさまざまな制度を運用しています。これらの制度はいずれも男女ともに利用可能です。

短時間勤務
（1）4時間以上6時間以下(1歳まで）
（2）5時間45分以上7時間30分以下（小学校6年生まで）
※15分単位で柔軟に取得可能

始業・終業時刻の変更 未就学の子どもがいるフルタイム勤務者について、育児事由により、
期間を固定して始業終業時刻の変更が可能

就学時育児休職 小学校に入学したタイミングでの環境変化に対応するための休職
小学校1年生の4/1～8/31の期間取得可能

地域限定勤務 育児事由により、転居を伴う移動が発生しない制度
（申請条件あり）

再雇用 退職後、5年以内であれば優先的に採用
（退職事由問わず）

看護等休暇
小学校3年生までの子どもがいる社員について、
子どもの看護、感染症に伴い学級閉鎖になった子どもの世話、
子どもの入園（入学）式、卒園式への参加等を事由に休暇（有給）の取得が可能
子ども1人の場合は年に5日、2人以上の場合は年に10日取得可能

育児休職 2歳到達直後の4月15日まで

育児休職 未就学児の子どもがいる場合、育児を理由に年間5日を上限に休暇（有給）の取得が可能

セブン‐イレブン・ジャパン独自の制度である「 育児休暇 」制度は、2015年から導入しています。

男性社員の家事や育児への参画を目的として、男性の育児休職取得がしやすい環境整備を進めてい
ます。
Web 会議を活用して、男性の育児休職取得者の事例紹介や制度を紹介する共有会を開催。イントラ
ネットでは育児休職取得者の事例を掲載しています。
配偶者の妊娠の申し出があった方については、上長から育児に関する社内制度の案内と育児休職取
得意向の確認を実施しており、相談がしやすい仕組みづくりを行っています。
社員と配偶者が一緒に参加できるパパ・ママ学級も開催しています。仕事と家庭の両立に焦点をあて、
特に男性の家事育児への参画意識を向上することを目的としています。

男性の育児参画の促進
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育児休職中から復職へ向けたサポート実施

出産・育児に関するサポートは、多様な働き方を実現し、女性の活躍を支援するためにも、これからの社
会において不可欠です。そのため私たちは、育児休職から復職する社員に対して毎年「 復職ガイダン
ス」を行っています。全国どこからでも気軽に参加できるように、Web 会議を活用し、会社から「おかえ
りなさい 」のメッセージを伝え、先輩従業員の事例紹介などを聞いたり、育児休職者同士の交流の場
を作ったりすることで、両立の不安の解消につなげています。
ガイダンスの中では育児の経験が必ず仕事でも活きることを伝え、復職後のさらなる活躍を期待してい
ることを伝えています。

女性社員のキャリア開発支援の推進

これからの企業成長の鍵
女性がもっと活躍できる職場へ

企業の成長の鍵となる” ダイバーシティ・エクイティ & インクルージョン” の推進のために、女性の活
躍支援は欠かすことのできない取り組みです。女性社員のチャレンジを応援するため、女性も働きやす
い環境の整備を進めています。

>> 女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画　セブン- イレブン・ジャパン

・積極的な女性OFC の登用

OFC（オペレーションフィールドカウンセラー：経営指導員 ）は、現状は男性の構成比が高いため、女
性社員のOFC への登用を積極的に行っています。全国各地区で女性OFC やOFC を目指す直営店
勤務社員の勉強会を開催し、お互いの悩みを共有したり、先輩社員に相談できるような機会を増やして
います。ロールモデルを示し、今後のキャリアステップをイメージすることで、ライフステージの変化に合
わせて仕事を継続できるように支援をしています。

・女性管理職の比率向上

セブン- イレブン・ジャパンでは、2000年代はじめの頃から、女性のお客様に合った視点や生活感覚を
売り場や商品開発やサービスに生かし、時代のニーズに対応するためにも女性の管理職比率を上げる
ことが重要だと考え、具体的な数値目標を掲げ、達成に向けて取り組んできました。その結果、意識改
革が進み、子育て支援などの制度も整備が進む中、課長・係長級の女性比率は向上してきています。

主な社外からの評価

・くるみん認定

2014年10月に子育てサポート企業として、東京労働局より認定を受けました。女性の活躍推進を支援
し、安心して働くことができる職場づくりをめざしています。

・えるぼし認定

2020年9月には女性活躍推進法に基づき、女性の活躍推進が優良な企業を厚生労働大臣が認定する
「えるぼし認定 」の2段階の認定を受けました。

多様な人財とのコミュニケーション活性化に向けた取り組み

管理者向けの研修・意識啓発

セブン‐イレブン・ジャパンでは、管理職を対象にダイバーシティ・マネジメントの意義や、仕事と育児や
介護の両立支援制度の理解促進を図る活動を実施。多様な人財を活かし、成果を出せる管理職の育
成につなげています。
2021年から外部講師を招き「ダイバーシティ・マネジメント」「アンコンシャスバイアス」をテーマにした
研修を開始しました。加えて、ノーマライゼーションサポート研修を2021年7月から管理職向けに実施。
障がいがある同僚・部下に対する理解を深めるとともに、障がいや認知症があるお客様への対応につい
て学ぶ機会を設けています。
また、多様な方々へ向き合うための「マインド」と「アクション」を体系的に学び、身につけるため、ユニバー
サルマナー検定3級を管理職に向けて取得推進しており、2025年2月末で962名が取得しています。

https://positive-ryouritsu.mhlw.go.jp/positivedb/planfile/202405201010551606020_1.pdf
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全社員研修・新入社員研修

高齢者や障がい者、外国人など、多様なお客様や社員とのコミュニケーションを学ぶ機会として、全社員
必須のe ラーニングを実施しています。また、新入社員研修では、直営店勤務前に店舗での合理的配慮
について、外部講師を招いて研修を実施しています。

障がい者の雇用と定着の促進

障がいのある社員の
職場定着のための風土づくりと仕組みの整備

行政と連携した就労支援研修の実施

障がいのある社員の職場定着支援策として障がいのある方が職場に適応し、安定して働き続けられるよ
うに支援する資格の取得を推進しています。「障害者職業生活相談員 」の認定を106名、「ジョブコーチ

（企業在籍型職場適応援助者 ）」の認定を22名の社員が受けるなど（ 2025年2月末 ）、専門の知識
を持つ社内ジョブコーチ（企業在籍型職場適応援助者 ）が面談などを実施し、働きがいのある職場づく
りに取り組んでいます。
また、セブン＆アイ・ホールディングスでは、グループ社員に対して手話講習会を開催するなど、よりコミュ
ニケーションを円滑にするサポートも実施しています。これら一連の取り組みが評価され、2022年10月
に東京都が表彰する「障害者雇用エクセレントカンパニー賞東京都知事賞 」を受賞しました。

各地の行政と連携し、障がいのある方の就労支援の一環として、特別支援学校の教諭・生徒向けに就
労支援研修「セブン‐イレブンの仕事体験 」「接客研修 」「卒業生から学ぶ社会人への準備授業 」を一
部の地域で実施しています。

障がい者雇用率

2022年度

2.59%

2023年度

2.70%

2024年度

2.73%

※翌年度6月1日現在の数値

ダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョン推進の目標とステップ

セブン＆アイ・ホールディングスは、ダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョンを推進するために、5つ
の目標を設定しています。

女性のエンパワーメント、人事制度運用の見直し、管理職の意識改革、仕事と介護の両立支援、LGBT
の理解促進などの取り組みを進めてきました。また同時に、多様な人財の活躍の壁となる長時間労働の
是正と、社員のワーク・ライフ・バランス実現の観点から、生産性向上に向けた働き方の見直しも進めて
います。
目標の達成に向けて、社長を委員長としたサステナビリティ委員会傘下の企業行動部会でダイバーシ
ティー・エクイティ＆インクルージョンを各部横断で取り組んでいます。
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カルチャー＆エンゲージメントサーベイの実施

カルチャー＆エンゲージメントサーベイの結果

パルスサーベイ（ 簡易アンケート）の実施

大切な「 人財 」を活かすためのカルチャー＆エンゲージメントサーベイを実施

セブン＆アイ・ホールディングスでは、社員は企業価値向上を支える大切な財産「 人財 」と捉えていま
す。革新をし続けるカルチャーを醸成するとともに、社員のエンゲージメントや貢献意欲が高まることが、
組織の活性化につながり、競争力強化につながると考えています。そのため、働きやすく、働きがいのあ
る職場づくりを目指して、定期的にカルチャー＆エンゲージメントサーベイを実施しています。

2024年度は、このカルチャー＆エンゲージメントサーベイを、国内26社、約59,000名の従業員（ 月給
制正社員・時給制正社員・パートアルバイト含む ）を対象に実施しました。「カルチャー」に関する独自
の調査項目（ 誠実さ、主体性の尊重、挑戦の推奨、風通しの良さなど ）のスコアと「エンゲージ 」に関
するスコアを算出し、それらの状況を可視化しています。カルチャーの設問に対して肯定的な評価をし
た割合は平均70%、エンゲージメントスコアは50%となりました（ともに月給制社員）。今後も1年に1度、
調査を実施していきます。

社内の各部門のコミュニケーション状況や打ち出した施策の効果を測定するため、すべての社員に対
してコミュニケーション、各施策に対する設問に回答を求めるパルスサーベイを実施しています。調査
で得られた結果をもとに、エンゲージメント向上のための施策を展開し、 業績向上につなげています。

社員の健康と安全を守って企業の活力を向上

「 セブン＆アイ健康宣言NEXT」の
3つの目標

セブン＆アイ・ホールディングスでは、社員の健康は生活の質を上げるだけでなく、企業が活力を増して
経営の効率を高めていくものと捉え、セブン& アイ・ホールディングス健康保険組合と連携し、2014年度
に「セブン＆アイ健康宣言2018」をスタートさせました。2019年には、これを発展させ、グループの持続
的成長と地域社会の健康増進を目指すべく、3つの目標を掲げた「セブン＆アイ健康宣言NEXT」を策

定しました。そして、2025年には、社員の健康増進に繋がる取り組みを更に強化すべく、2030年に向け
て新たな目標を掲げました。

「セブン＆アイ健康宣言NEXT」3つの目標

①社員一人ひとりが自らの健康意識を高める

② 会社として社員が働きやすい職場作りを実現する

③セブン＆アイ・ホールディングスとして社会に対して、健康をサポートする企業であり続ける

　 ⇒健康経営の取り組みによって「健康寿命の延伸 」へ繋げます

「セブン＆アイ健康宣言NEXT」では、生活習慣病のリスクの低下、運動習慣の改善、長時間労働の削
減、年次有給休暇取得率の向上などを具体的な目標として設定しています。

個人

男性 30%以下

女性 20%以下

2030年 KPI健康宣言 NEXT 項目

1.適正な体重にコントロールする
・BMI25以上の人の割合を減少させる

2.長時間労働を減らす
・時間外労働月45時間以上の割合を減らす

男性 60%以上

女性 55%以上

2.運動習慣の改善
・日常生活において、歩行または同等の身体運動を
1日1時間以上実施（歩数8,000歩程度）の割合を増やす

1.安心・安全で健康に配慮した商品・サービスを提供する
・健康をサポートする商品の開発や販売の推進
・セブンプレミアム商品において、摂りたい、控えたい栄養素の視認性を高める取り組みを実施

職場

社会

100%

5%未満

1.二次検診受診率の改善

70%以上3.年次有給休暇取得率を向上させる

2025年にセブン＆アイ・ホールディングスは前年に引き続き、経済産業省と厚生労働省が実施する「健
康経営優良法人2025（大規模法人部門 ）」に選定されました。
セブン‐イレブン・ジャパンでも、目標の達成に向けて、社長を委員長としたサステナビリティ委員会傘下
の企業行動部会に健康経営を組み入れ、各部横断で取り組んでいます。
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安全衛生委員会の開催

労働安全衛生法に基づき、社員の安全と健康増進を目的に本部と全国の拠点において、産業医、各部
の代表社員が参加し、毎月、安全衛生委員会を開催しています。就労状況を含めた職場環境の改善と
ともに、産業医による職場巡視の実施など、労働災害の未然防止に向けた情報発信を行っています。

ウォーキングイベント 「 歩Fes.（ あるふぇす ）」開催

スポーツ大会実施の奨励

労働安全衛生法に基づき、社員の安全と健康増進を目的に本部と全国の拠点において、産業医、各部
の代表社員が参加し、毎月、安全衛生委員会を開催しています。就労状況を含めた職場環境の改善と
ともに、産業医による職場巡視の実施など、労働災害の未然防止に向けた情報発信を行っています。

スポーツ等を通じて、社員の健康増進および職場のチームワーク作りと親睦の強化も図っています。ハ
イキングやボーリングなどの気軽に始められるものからサッカーや野球など、運動負荷の高いものまで
様々なスポーツ大会の開催を呼びかけています。

社員のモチベーション向上につながる施策

社員が選ぶ表彰制度で
社内間で認め合う風土を育てます

セブン- イレブン・ジャパンでは、社員のモチベーションアップと社員間で感謝・称賛することを目的に社
員表彰制度を実施しています。受賞者は全社員の投票で決定、エントリーしたチーム・個人には投票し
た社員から、応援メッセージが届くようになっています。受賞者を全社員で祝う表彰式を年1回開催して
おり、社員同士がお互いを褒め合う職場づくりに貢献しています。

「 社員相談窓口 」の設置

仕事上の悩みを気軽に相談できる窓口として、社員向けの「社員相談窓口 」を設置し人事本部の専属
従業員が担当しています。相談内容については相談者と話し合いながら解決方法を探り、また相談した
ことで不利益を被ることがないように秘匿性を守って対応しています。
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社員の働きがい・働きやすさの向上 PEOPLE : 人財

一人ひとりにとってのワーク・ライフ・バランスの実現

仕事と生活が相互に調和し、相乗効果を生む
ワーク・ライフ・バランスの実現を目指しています。

セブン‐イレブン・ジャパンでは、従業員の働きやすさ向上のために、長時間労働の是正や休暇の取得
促進に取り組んでいます。

「 休暇制度 」

・長期休暇（最大9日間 ）の年2回取得の推奨
・ボランティア休暇制度（年間5日 ）

フレキシブルな「 就業時間 」

・スライドワークの実施
「スライドワーク」と呼ばれる時差出勤制度は、始業・終業時刻を繰り上げまたは繰り下げて勤務するこ
とで、能動的・効率的な働き方を推進することを目的としています。従業員のプライベートな時間の充実
や通勤の負担軽減にもつながっています。

「 在宅勤務制度 」

本部部門を中心に、生産性向上とワーク・ライフ・バランスの両立を目的として、就業前後の時間を有効
に活用できる在宅勤務制度を設けています。
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社員の人財育成 PEOPLE : 人財

透明性と公平性を重視した
評価制度の運用を行っています

「 マネジメント・チェック 」「 360 度フィードバック 」の実施

公平で適切な評価制度で着実なスキルアップを実現

社員一人ひとりの能力の発揮と公正な評価を実現することを目的とした評価制度を導入しています。は
じめに部下が自身の仕事ぶりを評価したうえで、上長が部下を評価します。その後、両者の評価につ
いて面談で話し合います。面談で直接対話することにより、部下が自らの成果や課題を把握するととも
に、評価の透明性・公平性を確保しつつ、半年に1回の計年2回実施しています。加えて、半年の評価
期間中に中間面談も実施。業務目標や自身の成長目標に対して進捗状況を確認する場を設けていま
す。これらすべて、上司と面談することで、職場でのマネジメントレベル・知識・スキルなどの課題を確認
し、さらなるキャリアアップにつなげています。会社からの一方的な評価ではないため、部下の納得感
やモチベーションアップが図れるとともに、着実に業務レベルを向上するための制度となっています。

2017年から、上司と部下のコミュニケーションをより一層高め、組織や社内の風通しを良くするための
施策として、主に課長職を対象とした「マネジメント・チェック」を実施しています。部下は「上司のマネジ
メント状態 」について、上司は「自身のマネジメント状態 」について回答します。回答結果は個人の特定
を防ぐため、部下が回答した内容を集約するとともに、本人には直接開示せず、上位職者から評価面談
時や1on1などを通じてフィードバックを実施し、本人の成長を支援する一環として活用しています。
部長職以上の管理職者については、360度フィードバックを2024年から新たに導入しています。同フィー
ドバックは、部下のみならず、上司や同僚からのフィードバックを通じて、本人が自身の強みや課題を認
識し、行動変容に繋げ、これまでにも増して組織や社内の風通しをよくすることを目的に実施しています。

能力向上のための教育支援制度

能力向上のための教育支援制度

セブン‐イレブン・ジャパンでは、人財の育成や業務のスキル習得を目的とした研修制度を導入し、社
員の能力向上を支援しています。

e ラーニング

全社員の教育ツールとしてe ラーニングを導入しています。会社政策やコンプライアンスについて理解
を深める内容など、全社員が習得すべき内容は必須のｅラーニングとして開講しています。
また、時代の変化とともに、社会から求められる知識やスキルが刻 と々変化しています。新たな知識・技
術を習得したいという社員のニーズに応え、主体的かつ継続的に学ぶために、本人が自由に選択でき
る任意の ｅラーニングも開講しています。

成長支援プログラム

グループの人財育成の一環として、ビジネススクール（ MBA）への入学者をグループ公募にて毎年募
集しています。グループの人財に対し、ビジネス能力の更なる向上の場を提供することで、グループ全
体の成長に寄与する人財の育成を目的としています。またビジネススキルの習得とともに、さまざまな業
種から参加される他社受講者との交流を通じ、さらなる成長を促進します。

資格取得支援

近年リスキリング教育が注目される中、会社が認めた資格に関して、資格取得や事前学習にかかる費
用を援助する制度を設けています。「 FP 技能検定 」「 IT パスポート」「 日商簿記検定 」「 日経経済知
力テスト」「 TOEIC IP テスト」等10資格・検定の公募を実施しています。

グローバル人財の育成

グローバルビジネスで活躍できる社員を中長期で育成することを目的とし、英語力や異文化理解力を
高めることを目的に、「 Seven-Eleven English Training」を開催しています。応募のあった社員から
選抜を経て2021年～ 2025年まで500人を超える社員が受講。受講者の中で、優秀者は海外研修（米
国 ）に参加し、実際にグローバルビジネスを体験できる機会も提供しています。将来海外で活躍したい、
国内でグローバルな視野をもって活躍したいなど、自ら学び、考える意欲の高い社員を育成しています。
また、セブン＆アイ・ホールディングスでは海外短期留学プログラムも実施しています。

社会課題解決型ビジネスプランコンテスト

社会課題解決型ビジネスプランコンテスト

セブン＆アイ・ホールディングスでは、「グループの持続的成長 」と「 社会の持続的な発展 」の両立を
目指し、重点課題への取り組みを中心に社会課題解決型事業の開発を推進しています。そして、この
取り組みをさらに推進すべく、グループ会社の全社員を対象に社会課題解決型ビジネスプランコンテス
トを2022年より開催しています。
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社員の人財育成 PEOPLE : 人財

キャリアチャレンジ制度

SEJ 立候補制度

オーナー転身支援制度

立候補による多様なキャリア形成支援

セブン＆アイ・ホールディングスではグループ会社の枠を超えるキャリアチャレンジ制度を設けていま
す。この制度では、新たな職場や仕事にチャレンジする強い意欲と情熱を持った社員が、他のグルー
プ会社に2年間出向することができます。社員一人ひとりの多様なキャリア形成支援およびグループ会
社の垣根を超えた人財交流による組織の活性化を目的にしています。

自ら挑戦する意欲のある人財が、その能力やスキルを充分に発揮できることを目的に、他部門・職種へ
の立候補制度を設けています。過去のやり方や考え方に固執せず、自ら考え行動していく社員が増え
ることで、今まで以上に働きがいのある職場を全社一丸となって創っていくことにつながっています。

社員の加盟店オーナーへの転身を支援する制度を設けています。これは、社員が店舗経営に携わるこ
とで質の高い店舗づくりが進み、セブン- イレブン・ジャパンの営業基盤が拡大すること、社員のセカン
ドキャリアとして新たな生活設計を具体化させるという目的があります。

コンテストでは、応募者全員を対象に外部講師による事業アイデアの作り方を学ぶセミナー・ワーク
ショップを開講し、新規事業開発の理解を深めます。最終審査を通過したプランは事業化に向けて検
討を継続します。参加した全員が刺激・学びを得られる貴重な機会となっています。
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未来を支える人財の育成 PEOPLE : 人財

共創によって新たな価値を生み出し、
更なる地域貢献につなげていく

セブン- イレブンの価値を向上させる共創プログラム

お客様一人ひとりの想いに応え、私たちの企業価値をアップデートする共創プログラムを2022年より
開催をしています。
人口減少、少子高齢化、環境問題、健康問題といった様々な社会課題が顕在化しつつある現在におい
ては、これまでのような経済的価値の追求に加えて、企業にも様々な社会的価値の創出が求められて
います。豊かな社会・環境を未来世代へつないでいくための新しい事業を展開することで、これからの
未来においても、私たちが社会から求められる存在であり続けたいと考えています。
このプログラムでは、私たちだけでは実現できない技術やアイデアを、スタートアップ企業などの皆さん
と共創することで、さらなる事業の成長・新しい事業の創出を行い、お客様にとっての新しい価値を一
緒につくってまいります。
同時に、このプログラムに携わった社員一人ひとりの成長を通じて、企業カルチャーの変革も目指して
いきます。

24年度は「セブン－イレブン×○○でお客様にどんな価値をもたらせるか 」をコンセプトに募集しました。

「 働く」ことの喜びや
社会課題への気づきを子どもたちに

次世代を担う子どもたちの成長を企業の立場からサポート

行政や教育機関と連携した取り組みを通じて、未来を担う次世代の健やかな成長をサポートしていま
す。接客や販売の擬似体験を通じて仕事の楽しさやあいさつ・マナーの大切さや、セブン- イレブン・
ジャパンのSDGs の取り組みについて学んでもらっています。

・職場体験

店舗での職場体験では、コンビニエンスストアの仕事を通じて、あいさつの大切さやルールを守ること
の重要性を伝えています。

・出張授業

学校を訪問しての出張授業では、セブン‐イレブンの仕事やSDGｓの取り組みを伝えています。

・「 品川スチューデント・シティ」に出店

東京都品川区と公益社団法人ジュニア・アチーブメント日本が協業で開催している「 品川スチューデン
ト・シティ」に出展しています。この取り組みは、小学校の中に仮想の街をつくり、さまざまな企業が出店
する中で、就業および社会体験の機会を提供するものです。子どもたちは、セブン‐イレブン店内で接
客から売場づくりなどを体験することで、ものやサービスを「 供給する側 」と「 受ける側 」を交互に体験
します。学校での事前学習・実際の活動を通し、社会は仕事を通じて支えあい成立していること・経済
の仕組み・お金とは何か・仕事とは何かなどを学びます。



2022年度 2023年度 2024年度
店舗運営に伴う電気使用量 

（ GWh）※1※2 2,910 2,935 2,996

1 店 舗 当たりの 電 気 使 用 量 
（ MWh）※1※2 134 128 133
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数字で見るサステナビリティ : 環境

スコープ別温室効果ガス排出量 CO2排出量

2022年度 2023年度 2024年度

CO2排出量 （ t-CO2）
※1※2※3 1,438,457 1,274,930 1,171,832

店 舗 運 営に伴うCO2 排 出 量 
（ t-CO2）※1※3 1,229,295 1,273,443 1,170,395

1店舗当たりの店舗運営に伴う
CO2排出量 
 （ t-CO2）※1※3

56.4 57.0 51.9

物流に伴うCO2排出量 
（ t-CO2）※1※4 207,558 206,111 201,131

1店舗当たりの物流に伴うCO2
排出量 （ t-CO2）
※1※4

9.5 9.2 8.9
2022年度 2023年度 2024年度

排出量(t-CO2) 構成比(%) 排出量(t-CO2) 構成比(%) 排出量(t-CO2) 構成比(%)

cat1  
( 購入した製品・サービス) 10,059,315 79.8 10,552,453 80.7 10,569,460 81.8

cat2 ( 資本財) 318,477 2.5 431,410 3.3 371,740 2.9

cat3 
(Scope1・2に含まれない燃料・
エネルギー活動)

198,801 1.6 200,496 1.5 204,799 1.6

cat4 ( 輸送・配送( 上流)) 207,558 1.7 206,111 1.6 201,131 1.6

cat5 ( 事業から出る廃棄物) 30,153 0.2 120,042 0.9 114,967 0.9

cat6 ( 出張) 1,227 0.0 2,132 0.0 1,674 0.0

cat7 ( 雇用者の通勤) 10,834 0.1 10,232 0.1 10,479 0.1

cat8 (リース資産( 上流)) ー ー ー ー ー ー

cat9 ( 輸送・配送( 下流)) 0 0.0 10,150 0.1 29,024 0.2

cat10
 ( 販売した製品の加工) ー ー ー ー ー ー

cat11
 ( 販売した製品の使用) 0 0.0 0 0.0 0 0.0

cat12
 ( 販売した製品の廃棄) 555,627 4.4 264,776 2.0 250,597 1.9

cat13 (リース資産( 下流)) 0 0.0 0 0.0 0 0.0

cat14 ( フランチャイズ) ー ー ー ー ー ー

cat15 ( 投資) ー ー ー ー ー ー

その他 0 0.0 0 0.0 0 0.0

電気使用量

2022年度 2023年度 2024年度
排出量(t-CO2) 構成比(%) 排出量(t-CO2) 構成比(%) 排出量(t-CO2) 構成比(%)

Scope1 829 0.0 727 0.0 618 0.0

Scope2 1,230,069 9.8 1,274,203 9.7 1,171,337 9.1

Scope3※ 11,381,992 90.2 11,797,793 90.2 11,753,869 90.9

合計 12,612,890 100.0 13,072,723 100.0 12,925,824 100.0

※ 自社排出量以外の、原材料・商品の調達、配送、商品使用、廃棄過程から出るCO2排出量

※1
※2

※1
※2
※3
※4

集計期間は４月～３月
電気使用量が把握できない店舗は推計値を用いて算出

 集計期間は４月～３月
店舗運営・本部・研修センターにおけるエネルギー使用に由来するCO2 排出量
電気使用量が把握できない店舗は推計値を用いて算出
お取引先の配送車両および配送センター運営に伴うCO2排出量



2022年度 2023年度 2024年度
太陽光発電パネル設置（店 ） 8,823 8,962 9,025

LED 照明（看板照明 ）（店 ） 19,877 20,159 20,235

LED 照明（売場照明 ）（店 ） 20,652 20,785 20,861

電気自動車充電器設置（店 ） 84 161 284

ＣＯ２冷蔵・冷凍機の導入（店 ） 769 1,262 1,631

CO２冷蔵・冷凍機の導入（台 ） 3,507 4,694 5,875

2022年度 2023年度 2024年度
設置エリア 25都府県 34都府県 41都府県

設置数（台 ） 2,660 3,673 4,268

回収量（ｔ） - 3,890 5,635

回収量（本 ） - 1億4,945万 2億966万

2022年度 2023年度 2024年度
1店舗当たりのレジ袋使用重量（t） 0.35 0.32 0.29

レジ袋辞退率（％） 71.8 72.9 73.8

2022年度 2023年度 2024年度
配送車両の総数（台 ） 6,169 6,205 6,283

ハイブリッド自動車（ HV）（台 ） 836 698 526

クリーンディーゼル自動車（CD）
（台 ） 4,016 4,979 5,543

電気自動車（ EV）（台 ） 4 8 11

燃料電池自動車（ FCV）（台 ）※ - 3 4

環境配慮型車両の比率（％） 78.7 91.7 96.8

2022年度 2023年度 2024年度
リース車両の総数（台 ） 4,257 3,950 4,033

HV 車両の比率（％） 98.2 99.8 99.9

84

SU
STAIN

ABILITY R
EPO

R
T

2025
セ

ブ
ン

‐イ
レ

ブ
ン

・
ジ

ャ
パ

ン

数字で見るサステナビリティ : 環境

店舗における省エネ・創エネ設備の導入

社用車両（ 社員が使用する自動車の台数 ）

ペットボトル回収機の設置台数と回収量

配送車両

レジ袋削減

※ 燃料電池自動車（ FCV）は22年度実証実験で走行のため台数に含まない 

水使用量

集計期間は４月～３月
水道の検針データが確認可能な店舗の使用量より推計して算出

2022年度 2023年度 2024年度

店舗運営に伴う水使用量 （千㎥）
※1※2 12,313 12,433 12,692

※1
※2



2022年度 2023年度 2024年度
廃棄物量（ｔ）※1 ※2 ※3 297,863 337,516 352,205

廃棄物リサイクル率（％）
※1 ※3 67.1 62.8 65.1

2022年度 2023年度 2024年度
食 品 廃 棄 物 のリサイクル 率

（％）※1 ※2 51.6 58.5 60.8

廃食用油（店 ） 19,855 20,007 20,699

肥料化（店 ） 846 864 869

飼料化（店 ） 1,734 1,944 1,771

その他（メタンガス化・ 炭化 ）
（店 ） 2,026 1,984 2,319

食品廃棄物の売上百万円
当たりの発生量（ kg/ 百万円 ） 16.13 14.11 13.67
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数字で見るサステナビリティ : 環境

廃棄物

環境マネジメント

※1
※2
※3

集計期間は４月～３月
食品廃棄物を除いた廃棄物量およびリサイクル率。東京都などの店舗の排出量から推計して算出
食品リサイクル実施業者からの報告に基づく

※ 国内事業所・直営店

2022年度 2023年度 2024年度
ISO14001認証取得比率（％）※ 100 100 100

食品リサイクル

※1
※2

集計期間は４月～３月
食品リサイクル実施業者からの報告に基づく



2022年度 2023年度 2024年度
地域活性化包括連携協定数（件） 230 235 247

商品寄贈による社会福祉貢献
活動に関する協定数（件 ） 39 44 47

2022年度 2023年度 2024年度
お客様相談受付件数（件 ） 140,902 155,692 156,794

＜相談内容内訳（％）＞

接客 40.6 38.2 34.5

商品 27.4 23.3 23.4

一般的な問い合わせ 3.1 16.6 18.4

サービス 12.0 10.6 12.9

環境 6.0 2.9 3.0

お褒めの言葉 1.7 2.0 2.3

その他 9.2 6.4 5.5
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数字で見るサステナビリティ : 社会

自治体等との連携

一般財団法人セブン‐イレブン記念財団

お客様相談

2022年度 2023年度 2024年度
セブン‐イレブン店頭での
募金額（円 ） 4億2,942万8,907 4億459万9,793 5億1,661万4,107

セブン- イレブン・ジャパンから
の寄付金（マッチングギフト制度）

（百万円 ）
138 138 149

活動参加社員数（人 ） 541 1,294 1,175



執行役員

2022年度 2023年度 2024年度
執行役数（人 ） 22 23 20

男性（人 ） 18 19 17

女性（人 ） 4 4 3

2022年度 2023年度 2024年度
従業員ヘルプライン相談
受付件数（件 ） 163 161 111

＜相談内容内訳（％）＞

職場環境・人間関係 23.9 25.5 27.0

パワハラの疑い 33.1 28.6 20.7

ルー ル・法令違反の疑い（就
業以外 ） 6.1 6.8 10.8

労働契約・評価 12.9 13.0 10.8

セクハラの疑い
（マタハラ・パタハラ含む ） 3.1 3.1 7.2

就業関連 12.3 9.3 10.8

対象外 0.6 1.2 0.3

その他 8.0 12.4 1.0

＜相談者の内訳（％）＞

匿名により属性不明 9.2 16.1 23.4

正社員 46.0 53.4 45.9

パートタイマー（アルバイト） 38.0 27.3 22.5

退職者 2.5 1.9 2.7

従業員家族 1.8 1.2 2.7

派遣・業務委託社員 0.6 0.0 0.0

その他 1.8 0.0 2.7
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数字で見るサステナビリティ : ガバナンス

取締役

監査役

2022年度 2023年度 2024年度
取締役数（人 ） 8 8 9

男性（人 ） 7 7 8

女性（人 ） 1 1 1

取締役会開催回数（回 ） 19 24 22

2022年度 2023年度 2024年度
サステナビリティ委員会開催回数 4 4 4

情報管理委員会開催回数 2 2 2

リスクマネジメント委員会開催回数 2 2 2

予算・投資委員会開催回数 4 1 3

2022年度 2023年度 2024年度
監査役数（人 ） 3 3 3

男性（人 ） 3 2 2

女性（人 ） 0 1 1

各種委員会

従業員ヘルプライン
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数字で見るサステナビリティ : 人財

社 員 採 用

2022年度 2023年度 2024年度
正社員数（人 ）※1 8,493 8,291 8,218

男性（人 ） 6,219 6,065 6,002

女性（人 ） 2,274 2,226 2,216

定年再雇用者数（人 ） 137 145 154

パートタイマー（人 ）※2 3,398 2,387 3,147

男性（人 ） 1,524 1,065 1,524

女性（人 ） 1,874 1,322 1,623

従業員数
＜正社員+ パー トタイマー ＞

（人 ）
11,891 10,678 11,365

男性（人 ） 7,743 7,130 7,526

女性（人 ） 4,148 3,548 3,839

正社員の平均勤続年数（年 ） 12年9カ月 13年0カ月 13年6カ月

2022年度 2023年度 2024年度
採用者数（人 ） 150 150 143

男性（人 ） 90 97 97

女性（人 ） 60 53 46

女性比率（％） 40.0 35.3 32.2

新卒採用者数（人 ） 137 128 114

男性（人 ） 82 78 72

女性（人 ） 55 50 42

女性比率（％） 40.1 39.1 36.8

中途採用者数（人 ） 13 22 29

男性（人 ） 8 19 25

女性（人 ） 5 3 4

女性比率（％） 38.5 13.6 13.8

初任給（月給 ）※

大学院修了（円 ） 260,000 260,000 290,000

大学卒（円 ） 240,000 240,000 270,000

短大専門卒（円 ） 215,000 215,000 245,000
※1
※2

定年再雇用者を含む
1日8時間換算による月平均人員。契約社員を含む

※ 翌年5月実績



2022年度 2023年度 2024年度
全社員（％） ー 56.7 60.0 

正社員（％） 73.9 76.8 78.1 

パート・有期社員（％） 84.7 82.0 76.8 

2022年度 2023年度 2024年度
労働災害死亡者数（人 ） 0 0 0

労働災害度数率（％） 1.75 1.53 0.78

労働災害強度率（％） 0.02 0.01 0.01

2022年度 2023年度 2024年度
障がい者雇用率（％）※ 2.59 2.70 2.73

2022年度 2023年度 2024年度
正社員有給休暇取得率（％） 67.0 67.6 66.0

ボランティア休暇取得者数（人 ） 1 2 11
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数字で見るサステナビリティ : 人財

女性執行役員比率目標値：30%（ 2026年2月末まで ）
女性管理職比率目標値：30%（ 2026年2月末まで ）

障がい者雇用率目標値：3.00% 以上

正社員有給休暇取得率の目標値：70% 以上（ 2030年 ）

社員のダイバーシティ

育児休業・介護休業

男女の賃金の差異（ 男性の賃金に対する女性の賃金の割合 ）

障がい者雇用率

労働災害

休 暇

2022年度 2023年度 2024年度
人数( 人) 構成比(%) 人数( 人) 構成比(%) 人数( 人) 構成比(%)

女性管理職数※1 199 20.6 190 20.4 199 21.1

課長 195 23.7 188 23.8 195 24.0

部長 4 2.8 2 1.4 4 3.0

役員※2 4 16.7 5 20.0 3 11.5

※1
※2

※

役員を除いた係長級以上の比率
役員の女性比率は翌年度5月末現在の数値

該当年度中に取得した人数（ 前年からの継続＋新規取得 ）

※ 年度の数値は翌年度の6月1日現在の数値

2022年度 2023年度 2024年度
育児休業取得者数（人 ）※ 366 550 537

男性（人 ） 103 173 177

女性（人 ） 263 377 360

男性社員の育児休業取得率
（ %） 27.6 55.7 58.8

介護休業取得者数合計（人 ）
※ 8 11 7

男性（人 ） 4 8 3

女性（人 ） 4 3 4


